
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）
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１ 

 

大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー） 

定期建物賃貸借契約のための覚書 

 

大阪府（以下「甲」という。）と株式会社●●●●●●（以下「乙」という。）は、別紙の

「契約要目表」に記載する賃貸借物件（以下「本貸室」という。）について、甲を賃貸人、乙

を賃借人とし、次のとおり借地借家法（平成３年法律第 90 号）第 38 条に規定する定期建物賃

貸借契約（以下「本契約」という。）を公正証書により締結するにあたり、次のとおり覚書を

締結する。 

 

（本貸室） 

第１条 本貸室の貸付区画、契約坪数（総面積）及び位置は、「契約要目表」に記載のとおり

とする。 

 

（使用目的） 

第２条 乙は、本貸室を別紙の「契約要目表」に記載する用途以外に使用してはならない。 

２ 乙は、甲の書面による事前の承諾なしに、ホテル名又は用途を変更してはならない。 

 

（賃貸借の期間及び契約の効力） 

第３条 本契約の賃貸借の期間（以下「契約期間」という。）は、「契約要目表」に記載する

契約期間のとおりとする。 

２ 本契約の効力は、前項の契約期間の開始日からとする。なお、本契約は、期間の満了をも

って終了し、期間の満了後の更新はできない。 

３ 甲は、契約期間満了の１年前から６ヶ月前までの間に乙に対し、契約期間の満了により賃

貸借が終了する旨を書面によって通知（以下「終了通知」という。）するものとし、終了通

知をした場合には契約期間満了により本契約は終了する。 

 

（事業開始時期） 

第４条 乙は、「契約要目表」に記載の契約開始年月日から順次事業を開始することとする。

ただし、甲がやむを得ない事情があると認めた場合はこの限りでない。 

 

（賃料及び共益費） 

第５条  本契約における賃料等（共益費含む。以下「賃料等」という。）の額は、「契約要目

表」に記載する賃料等に、大阪府公有財産規則（昭和 43 年大阪府規則第 30 号。以下「公有

財産規則」という。）第 27 条の２に規定する割合（消費税相当額）を乗じて得た額（10 円未

満切り捨て）とする。 

２ １カ月未満の賃料等の額は、日割計算とする。 

３ 甲は、共益費を甲の提供する諸サービスの費用及び本建物の共用使用部分の維持管理に要

する諸費用に充当する。 
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（賃料等の改定） 

第６条 賃料等が本建物の他の貸室の新規入居条件と著しく差異を生ずることとなった場合、

近隣土地建物の賃料等に変動があった場合又は土地建物に対する公租公課等の改正その他経

済情勢、物価の変動があった場合は、契約期間内であっても、甲と乙は、賃料等の改定を申

し出ることができることとする。この場合は、甲と乙協議の上、賃料等の額を改定すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず公有財産規則等の改正により、賃料等の消費税相当額が変更とな

った場合は、甲は賃料等の額を変更することができる。 

 

（保証金） 

第７条  乙は、本契約から生じる債務を担保するため、保証金として「契約要目表」に記載す

る金額を納付しなければならない。 

２  前項の保証金には、利息を付さない。 

３ 乙は、本契約の契約期間中は、保証金をもって賃料等その他の甲に対する一切の債務との

相殺を主張できない。 

４ 甲は、乙に賃料等の支払遅延その他本契約に基づく債務の不履行又は損害賠償債務がある

ときは、保証金をこれらの債務に充当することができる。 

５ 前項により、甲が保証金を乙の債務に充当した場合は、乙は遅滞なく保証金不足額を補填

しなければならない。 

６ 甲は、本契約が終了したときは、乙が本貸室を原状回復して完全に明渡した後に、乙の甲

に対する本契約に基づく一切の債務に充当した後の保証金残額を、乙に返還する。 

７ 乙は、甲の事前の承諾を得ないで、保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は担保の用

に供してはならない。 

８ 乙は、甲の事前の承諾を得ないで、返還保証金を受領する権限を第三者に委任してはなら

ない。 

 

（費用の負担） 

第８条 次に掲げる費用は、乙の負担とする。 

  (1) 大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）で実施する事業の開始に必要な各種手続きに

要する費用 

(2) 行政財産使用許可に係る使用料 

(3) 貸付フロア等に係る残置物を処分する場合の費用 

(4) 貸付フロア等の改修に係る一切の費用（庁舎内のホテル関係の案内サイン(看板等)を使

用しない場合はその撤去・改修費含む） 

(5) 既存の調度品、設備機器等を使用する場合や持ち込んで設置する場合の設置、運用、維

持補修及び撤去に要する一切の費用 

(6) 本貸室内の照明灯その他の機器の電気料及び照明灯の維持に要する費用 

(7) 乙が設置した施設の温水料、冷水料、ガス料、水道料等 
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(8) 本貸室内の空気調和に関する費用 

(9) 本貸室（本契約第 16 条による諸造作等を含む。）の清掃及び手入れの費用 

(10) 本貸室内の殺鼠殺虫の費用 

(11) その他契約要目表の特記事項に記載した費用 

 

（賃料等の支払方法） 

第９条 乙は、毎月末日までに翌月分の賃料等及び前月分の光熱水費等を、甲の発行する納入

通知書により、甲の指定する金融機関に振り込んで支払わなければならない。ただし、賃貸

借開始日の属する月分の賃料等については、同月末日までに支払わなければならない。 

 

（遅延損害金） 

第１０条  乙が賃料等その他の債務の支払いを遅延したときは、乙は、支払期限の翌日から支

払い日までの日数に応じ、遅延金額につき年３パーセントの割合（大阪府財務規則（昭和 55

年大阪府規則第 48 号）第 71 条に定める違約金利率に改定があったときは、改定後の利率に

よる。）で計算した金額（500 円未満を除く。）の遅延損害金を甲の発行する納入通知書によ

り、甲の指定する金融機関に振り込んで支払わなければならない。 

２ 乙が前項の遅延損害金の支払をした場合においても、本契約第 23 条に定める甲の契約解除

権の行使を免れるものではない。 

 

（遵守事項） 

第１１条  乙は、本契約に定める事項のほか、甲の条例、規則、咲洲庁舎管理に関する諸規程、

大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）低層階（７～17 階）の入居事業者(ホテル事業)募

集要項（以下「募集要項」という。）及び大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）低層階

（７～17 階）の入居事業者（ホテル事業）募集に係る仕様書並びに甲の指示事項（以下「条

例等」という。）を遵守しなければならない。 

２ 乙は、前項の条例等を乙の使用人その他の関係者に遵守させなければならない。 

３ 乙は、甲の求めに応じ、ホテルの稼働率や宿泊者数、売上が分かる資料等を提出しなけれ

ばならない。 

 

（甲の立入り及び点検） 

第１２条 甲又は甲の指定する者は、本建物又は本貸室の保守、管理及び運営上必要のあると

きは、あらかじめ乙に通知したうえで、本貸室に立ち入り、適宜の措置を講ずることができ

る。ただし、緊急又は非常の場合において、あらかじめ乙に通知できないとき、又は乙に支

障を及ぼすおそれのないときは、通知を要しない。 

２ 前項による立入り等に関し、乙は甲に協力する。 
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（禁止事項） 

第１３条  乙は、次に掲げる行為を行ってはならない。 

(1) 書面による甲の事前の承諾を得ないで、本貸室に係る一切の権利義務を第三者に譲渡し、

又は担保の用に供すること。 

(2) 本貸室を書面による甲の事前の承諾を得ないで、第三者に使用させ、又は転貸すること。    

(3) 乙の株主、出資者の変更等により、実質的に前２号の行為を行うこと。 

(4) 営業譲渡、合併その他形式の如何を問わず、書面による甲の事前の承諾を得ないで、本

契約に基づく一切の権利義務を乙以外の者に承継させること。 

(5) 甲の書面による承諾を得ないで、本貸室内に他人を同居させ、乙以外の在室名義を表示

し、又は乙以外の名義で電話、ファックス等を設置すること。 

(6)  本契約に基づく債務を第三者に引き受けさせること。 

(7)  本貸室を含む本建物又はその敷地内に発火、爆発、震動、臭気又は騒音の恐れのある物

品、重量物等の持ち込み、又は当該物品を使用すること。 

(8)  共用部分に物品、什器等を置くこと。 

(9)  看板その他の施設を本建物の外部あるいは共用部に設置し、又は窓ガラスに表示するこ

と。 

(10) 大阪府咲洲庁舎管理規則（平成 22 年大阪府規則第 49 号）に規定する禁止行為をするこ

と。 

２ 乙は、前項の他、本貸室を含む本建物の維持保全を害するおそれのある一切の行為、およ

び他の賃借人または本建物の近隣等の第三者に損害または迷惑を及ぼすおそれのある一切の

行為をしてはならない。 

 

（登記事項又は身分上の事項の変更についての通知） 

第１４条 乙は、その住所、商号、代表者、営業目的その他商業登記事項又は身分上の事項に

ついて重要な変更をする場合には、変更後速やかに書面によって甲に通知しなければならな

い。 

 

（届出義務） 

第１５条  乙は、本貸室内における乙の責任者の氏名、住所等を甲が定める様式の書面により、

甲に本契約締結後速やかに届け出なければならない。変更があった場合も変更後速やかに届

け出なければならない。 

 

（諸造作及び設備） 

第１６条  乙は、本貸室内の諸造作及び設備（以下「諸造作等」という。）の新設その他原状

の変更等をしようとする場合は、甲が定める様式の書面による甲の事前の承認を得て、発注

し、施工しなければならない。ただし、施工内容によっては、甲と乙が協議の上、甲指定の

施工会社に施工させることとする。 

２ 諸造作等の設置に要する費用及びそれに付帯する費用は、すべて乙の負担とする。 

３ 諸造作等に賦課される公租公課は、宛名又は名義の如何にかかわらず、乙の負担とする。 

４ 乙が、第１項の工事を無断で施工した場合又は甲の承認した設計内容若しくは施工方法と
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異なる工事をした場合は、甲は、乙の費用負担により、これを変更し、中止し、又は撤去さ

せることができる。 

５ 乙の行う工事により甲又は第三者に損害が生じたときは、乙はその損害を賠償しなければ

ならない。 

６ 乙は、第１項の工事について、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）及び消防法（昭和 23

年法律第 186 号）その他の適用法令（以下「適用法令」という。）に適合することにつき責

任を負うものとし、当該工事が適用法令に違反する場合は、乙は、乙の費用と責任において、

速やかに適用法令に適合するよう改修その他の必要な措置をとらなければならない。 

 

（付加物の帰属）  

第１７条  諸造作等のうち本建物と分離できない物についての所有権は、甲が必要と認めるも

のに限り、本契約終了時において、無償で甲に帰属するものとする。この場合において、乙

は、当該付加物の買取り、有益費の償還等の請求をすることができない。 

 

（修 理） 

第１８条  本貸室の破損、故障、損耗（汚れを含む。）等により修理の必要が生じ、又は生ず

るおそれがあるときは、乙は、速やかに、甲に通知する。 

２ 前項の通知により、甲が必要と認めた修理は、甲が実施する。ただし、本貸室内の天井、

壁若しくは床の塗装替、張替等の修理又は乙の責に帰すべき事由により生じた修理について

は、乙がその費用を負担する。 

３ 諸造作等の修理についても、前２項と同様とする。 

４ 盗難等甲、乙の責によらない無過失損害については、甲の所有物については甲が、乙の設

置物については乙が、それぞれの負担において修繕を行うこととする。 

 

（善管注意義務） 

第１９条 乙は、本建物及び本貸室（諸造作等を含む。以下同じ。）を善良なる管理者の注意

をもって使用しなければならない。 

２ 乙は、甲、他の賃借人及び近隣等に対し、迷惑となる行為をしてはならない。 

３ 乙又はその代理人、使用人、請負人若しくは関係者が、故意又は過失により、甲又は第三

者に損害を与えた場合は、乙が責任を持って賠償しなければならない。 

 

（保険加入） 

第２０条 乙は、本貸室の使用に伴う火災、盗難及びその他の事故に備え、損害保険に加入し

なければならない。なお、この場合における手続及び費用は、乙の責任と負担で行うことと

する。 

 

（免責） 

第２１条  次に掲げる場合は、甲は損害賠償その他の責任を負わない。 

(1) 地震、火災、水害等の災害により損害が生じたとき。 
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(2) 甲が建物所有者としてその維持管理上通常払うべき程度の注意を払ったにもかかわらず、

電気、ガス、水道、冷暖房及び昇降機その他の建物の設備に起因又は関連して乙に損害が

生じたとき。 

(3) 盗難、示威運動、労働争議等により乙に損害が生じたとき。 

(4) 乙が、本建物の他の賃借人又はその使用人その他の関係者から損害を被ったとき。 

２ 甲が行う建物の修理、改造等の工事により生ずる諸サービスの不足及び共用使用部分又は

本貸室の使用停止又は使用上の制約に関しては、甲は、事態の如何にかかわらず、その責を

負わない。 

 

（契約期間内の解約） 

第２２条  乙は、解約日の６ヶ月前までに甲に対し書面により予告を行い、速やかに解約金

（以下「即時解約金」という。）を支払った場合に限り、本契約を契約期間中に解約するこ

とができる。 

２ 乙が前項に基づき本契約を解約する場合、乙は甲に対し、即時解約金として第５条に定め

る賃料等の１２ヶ月相当額を速やかに支払わなければならない。なお、乙の解約により甲に

損害が生じた場合には、本項に定める即時解約金にかかわらず、甲は乙に対し、当該損害の

賠償を請求することができる。 

３ 第 1 項に基づき乙が解約を予告した場合、乙は甲の書面による承諾なくして解約の予告の

撤回及び解約日の変更をすることはできない。 

 

（契約の解除） 

第２３条 乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は、本契約を解除することができる。 

(1) 解散、破産、民事再生及び会社更生等倒産処理手続き開始の申立てがあったとき 

(2) 銀行取引の停止、差押、仮差押、仮処分、強制執行等を受けたとき 

(3) 賃料等又は管理費等の支払いを怠り、その合計額が３ヶ月分以上に達したとき 

(4) 本契約若しくは本契約に付随して締結した契約又は条例等に違反したとき 

(5) 募集要項の「２ 応募資格要件」を満たさなくなったとき 

(6) 事業開始年月日までに必要な許認可等が得られなかったとき 

(7) 甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき 

(8) その他乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき 

２ 前項により本契約が解除された場合は、乙は、賃料等の３ヶ月分相当額を甲に支払わなけ

ればならない。 

３ 前項の支払いは、甲の乙に対する損害賠償の請求を妨げない。 

 

（不可抗力による契約の終了） 

第２４条 天災地変その他、甲、乙の責に帰すべからざる事由により、本建物の全部又は一部

が滅失し、又は破損して本契約の目的を達することが不可能となった場合は、本契約は終了

する。 

２ 前項の場合において、甲、乙の被った損害については、相手方はその責を負わない。 
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（明渡し及び原状回復） 

第２５条  乙は、契約期間が満了するとき、又は第２２条、第２３条により、本契約を解約又

は解除されたときは、諸造作等及び乙の所有又は占有する物件等（入居時に府から無償譲渡

された動産等を含む）を、乙の費用をもって撤去し、諸造作等による特別な使用方法に伴う

変更、破損、故障及び損耗並びに天井、壁及び床の破損及び損耗を修復し、本貸室をホテル

としての原状に回復して甲に明け渡さなければならない。ただし、甲が原状回復の必要がな

いと認める場合、又は第１７条の規定により甲に帰属することとなった付加物についてはこ

の限りではない。 

２ 前項の原状回復工事は、乙において実施することとし、その費用は乙の負担とする。 

３ 本契約終了時に本貸室内又は本建物内に残置された物件があるときは、乙が甲にこれを無

償譲渡したものとみなす。この場合において、甲は、当該物件についての撤去及び処分に要

した費用を乙に請求することができる。 

４ 本契約終了時までに、乙が本貸室を明け渡さないときは、乙は、本契約終了の日の翌日か

ら明け渡し完了に至るまでの間、本契約終了時における賃料等の２倍相当額を甲に支払い、

かつ、明渡しを遅延したことにより甲が被った損害を賠償しなければならない。 

５ 乙は、本貸室の明渡しに際し、その事由及び名目の如何にかかわらず、本貸室及び諸造作

等に支出した諸費用の償還の請求、諸造作等の買取りの請求又は移転料、立退料、権利金等

の請求その他一切の請求をすることはできない。 

 

（契約の変更） 

第２６条  甲は、本契約期間中において必要と認めるときは、乙に対し本契約の条項の変更を

申し出ることができる。 

 

（守秘義務） 

第２７条 甲及び乙は、相互に本契約の履行過程において知り得た相手方の秘密を他に漏洩せ

ず、また、本契約の目的の範囲を超えて利用しない。但し、甲が、法令等、官公署の要求、

その他公益的見地に基づいて、必要最小限の範囲で開示する場合を除く。 

２ 前項の規定は、本契約終了後も有効に存続する。 

 

（通知等の方法） 

第２８条 甲及び乙は、本契約に基づく請求、通知、報告、承諾、解約及び解除は、原則とし

て書面により行うものとする。 

 

（公正証書の作成） 

第２９条 甲及び乙は、この覚書に定める全ての条項を内容とする本契約を締結するものとし、

甲の指定する公証役場において公正証書を作成する。 

２ 乙は、金銭債務の不履行のときは、ただちに強制執行に服する旨、異議なく承諾するもの



８ 

 

とする。 

３ 公正証書作成の費用は、甲乙の折半とする。 

 

（裁判管轄） 

第３０条 本契約に関し、甲と乙間に紛争が生じたときは、本建物の所在地を管轄する地方裁

判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

（準拠法） 

第３１条 本契約は、日本国法に準拠する。 

 

（協 議） 

第３２条 本契約について疑義ある事項又は定めのない事項については、甲と乙が協議して決

定する。 

 

本覚書の締結の証として本書●通を作成し、甲及び乙はそれぞれ記名押印のうえ、１通ずつ

を保有する。 

 

    令和７年 月 日 

 

               甲 大阪府 

                 大阪府知事 吉村  洋文 

 

 

               乙  
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契 約 要 目 表 

建  物 

名  称 大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー） 

所 在 地 大阪市住之江区南港北一丁目 14 番 16 号 

構 造 
鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造 

地下３階地上 55 階 

賃 貸 人 契 約 者 （甲）大阪府 

賃 借 人 契 約 者 （乙） 

賃貸借物件 

ホテル名  

用 途 ホテル 

貸 付 区 画 ７階から 17 階 

契約坪数（総面積） 
5,391.77 坪 

（17,792.95 平方メートル） 

位  置 別添図面にて指定した部分 

賃貸借条件 

契約期間 

・始期については、入居予定事業者を決定した日か 

ら、３カ月以内の日とする。 

・終期については、契約期間の始期から 15 年を経過 

しない日とする。 

 

※賃 料 等 

 

契約坪数１坪あたり賃料等の月額 金 6,430 円也 

共益費は「契約坪数１坪あたり賃料等の月額」に含む 

保 証 金 保証金額            円 

特記事項  

※「賃料等」には、大阪府公有財産規則第 27 条の２に規定する消費税相当額を除く。 


